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平成26年6月4日、現在及び将来の公共工事の品質の確保と、その担い手の中長期的な育成・
確保の促進を目的として、公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律(平成
26年法律第56号)が公布・施行されたところである。

本資料は、『発注関係事務の運用に関する指針』の主なポイントから、『予定価格の適正な設
定』,『見積りの活用』,『発注や施工時期の平準化』,『適切な設計変更』,『受発注者との情報共
有・協議の迅速化』について、「発注者責務」を確実に果たすよう、既存のガイドライン等より
関係する事項や新たな試行を「適正な工事品質確保に関するポイント」としてまとめたものであ
る。

なお、東北地方整備局では平成27年9月1日に「公共工事発注者支援本部」を設置し、公共工
事の発注者としての立場から、関係する部が連携して地方公共団体等による発注関係事務の適切
な実施を支援することとしている。

平成３０年１０月３１日

東北地方整備局 企画部

（案）

初版 H27. 5
追記 H27.10
更新 H30.10
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① 見積り活用方式の試行

Ⅰ 見積り活用方式の試行とは ◆被災３県
【対象工事】

①不調・不落が予想される工種を含む工事。
●床版工●橋台・橋脚工●深礎工
●カルバート工● PC斜材付きπ型ラーメン橋
●橋梁補修補強●交差点改良●電線共同溝
●土木営繕

②上記以外の工種でも、過去に不調・不落に
なった工事と同種・類似工事。

③不調・不落となった工事を再度契約手続き
する工事。

④変更契約時、発注者が実勢価格と乖離がある
と認めた増工工種について、変更時見積り活
用とすることも可能。ただし、見積書の妥当
性を確認できる資料を添付する。

【見積書の予定価格への反映】
①見積書の採用にあたっては、提出された見積

書の平均的な歩掛・材料単価・機械経
費（賃料等）を採用。

◆見積り活用方式とは

不調・不落になった工事もしくは不調・不落
が予想される工事について、見積書を採用し、
予定価格を作成する試行工事。

◆被災３県以外
【対象工事】

①標準積算と実勢価格に乖離が生じ、不調・
不落になった工事。

②過去に不調･不落になった工事と同種･類似
工事で予定価格との乖離が想定される工事。

【見積書の予定価格への反映】
①見積書の採用にあたっては、提出された見

積書の平均的な歩掛を採用。

＜通知＞平成２５年１２月２６日 「見積活用方式」試行運用マニュアル（案）の策定
について
平成２６年８月２７日 被災三県における「見積活用方式」試行運用マニュ
アル（案）の改定について

あくまで乖離が大きい被災地域・
工種に適用であり拡大解釈しない 3



② 特調単価の公表の試行

Ⅱ 公表方法（質問への回答方法）Ⅰ 特調単価の公表とは

①特調単価の公表できる場合（特調単価が取り
纏まっている場合）

→入札説明書等ダウンロードシステムにて
別途配布する「見積参考資料」のとおり
(見積参考資料に資材単価を記載)

②特調単価の公表できない場合（取り纏まって
いない場合）

→○○（○○工）については、調査中であり
回答出来ません

◆注意事項
○資材の公表は、基本として情報提供希望があった

資材とする。
○主たる資材とは工事費に占める割合の大きい資材

であり、不特定多数の情報提供希望があった場合
などは公表資材の選定は発注者の判断（公表する
資材の制限はない）とする。

○特調結果と実勢価格に乖離がある等、試行にあた
り課題がある場合は技術管理課に連絡願います。

◆特調単価の公表とは

局特別調査単価（臨時調査）及び見積徴収結
果に基づく資材単価（以下、「特調単価」とい
う）について、契約内容の透明性向上を図るこ
とを目的とし、特調単価の公表を試行する。

（公表は競争参加資格申請者のみ）

◆試行方法 (平成27年1月20日から試行)

｢入札説明書に関する質問｣にて資材単価に
関する情報提供希望があった場合のみ回答
する。（ただし、質問回答期限内に特調単価が取り纏めされ

ているものに限る）

◆入札公告文、入札説明書への記載

特調単価に関する情報の提供希望が寄せられ
た場合、主たる資材について当該情報の提供を
行う試行工事である。

＜通知＞平成２７年１月２０日 特別調査等に基づく資材単価の公表について（試行） 4



③ 余裕期間の設定および発注・施工時期の平準化

Ⅱ 発注・施工時期の平準化Ⅰ 余裕期間の設定

◆余裕期間の目的
受注者の円滑な工事施工体制の整備を図るため、建

設資材、労働者等の確保を計画的に準備するための期間。

◆余裕期間の設定
契約毎に実工事期間の３０％を超えず、かつ4ヶ月

を超えない範囲内。
供用期間等の制約が比較的緩やかな工事などについ

て、支障の無い範囲で余裕期間の設定を標準化。
余裕期間を与えることにより繰り越しが生じないよ

う配慮。

◆手続き
①入札公告・入札説明書・特記仕様書への記載

余裕期間内は、現場代理人及び技術者の配置は要し
ないものとする。現場に搬入しない資材等の準備を行
うことができるが、資材の搬入、仮設物の設置等工事
の着手を行ってはならない。なお、余裕期間内に行う
準備は受注者の責により行うものとする。
余裕期間：契約締結日の翌日から平成▲年▲月▲日まで

②契約書に記載する工期
余裕期間を含まない実工事期間とする。

◆対応
① 余裕期間内に工事着手する場合

→着手可能です。工期の始期の変更契約を行い、工
期末はそれに連動し前倒しとなります。

◆平準化の目的
公共工事は年度内で

の工事量の偏りが激し
い。特に第１四半期は
工事量が少なく、１年
を通して労働力や機材
等の能力をフルに使い
切れていない状況であ
ることから、年度末に集中する工期の分散が必要。

◆対応
工事特性や地域性を配慮し、国庫債務負担行為の適

切な運用や繰越制度等の活用により、発注・施工時期
の平準化に努める。

◆施工時期等の平準化は建設生産システムの改善に寄与
年度内の工事量の偏りを解消（施工時期等を平準

化）し、年間を通した工事量を安定させることで次の
ような効果が期待され、建設生産システムの省力化・
効率化・高度化に寄与（生産性向上）。
・建設業の企業経営の健全化

（人材・機材の実働日数の向上）
・労働者（技術者・技能者）の処遇改善

（特に日給等の労働者は年収に直接影響）
・稼働率の向上による建設業の機材保有等の促進

（建設業の災害時の即応能力も向上）

施工時期等の平準化に向けた計画的な事業執行について、平成28年1月27日通知
余裕期間制度の積極的な活用について、平成2８年１月２７日通知
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④ 設計変更ガイドラインの適切な運用

Ⅱ 設計図書の照査の範囲Ⅰ 設計変更ガイドラインの運用上の課題

◆照査範囲を超えた資料要求
受注者は、契約書第18条に基づき、共通仕様

書の「設計図書の照査等」を行い、監督員の確
認を求める必要があるが、「照査」の範囲を超
えた過度の資料作成等を要求している事例がみ
られる。

◆共通仕様書「設計図書の照査等」
受注者は、自らの負担により、設計図書の照

査を行い、該当する事実がある場合は、監督員
にその「事実が確認できる資料」を書面により
提出し、確認を求めなければならない。

◆「事実が確認できる資料」は、共通仕様書で
以下のものを含むと定められている。
●現場地形図 →実測横断図
●設計図と対比図 →当初設計図へ現地盤線等の作図

●取合図 →当初設計図への既設構造物の追記
●施工図 →実施工程上支障が生じることを示した資料

◆照査費用の負担の考え方

◆「設計図書の照査」の範囲を超える事例
①「技術指針類」や「示方書」等との対比設計。
②応力計算の入力条件確認や応力計算を伴う照査。
③発注後に設計根拠まで遡る見直し、工事費算出。
④指定仮設構造物の代替案の比較設計資料と変更

図、数量計算書の作成に該当するもの 。
⑤大幅な推定岩盤線の変更に伴う横断図の再作成。
⑥現地測量の結果、排水路計画を新たに作成。
⑦土工の縦横断計画の見直し。
⑧土留め等の現地条件や施工条件が異なる場合の

構造計算及び図面作成。（承諾事項は除く）
⑨照査の結果必要となった追加調査の実施。等

【受注者】 契約書第１８条に係る「設計図書の照査等」により
該当する事実（設計図書との不一致等）を発見

土木工事共通仕様書1-1-1-3

【受注者】 監督員へ通知し確認を請求 [第18条1項]

【監督員】 直ちに現地確認（別途調査の必要性を判断）

【受注者】測量調査を実施、結果報告

ノンペーパーで速やかに実施

【監督員】 設計図書の修正
または変更

調査費用は発注者負担

設計図書の変更なし

調査費用は受注者負担
※当初の調査不足に起因するものや、実施が必然と
考えられるものは発注者負担

※

6

設計変更ガイドライン（総合版）としてとりまとめ
H30改定済み 東北地方整備局ＨＰ：

http://www.thr.mlit.go.jp/bumon/b00097/k00910/h12-hp/html/sekeihenkoug.pdf



⑤ 設計変更審査会の開催

Ⅱ 事 例Ⅰ 設計変更審査会とは

①受注者からの相談
（受注者）設計変更で相談があります。
（発注者）審査会開催の申請書を提出するように

→工事執行相談室もあります

②受注者からの申請への対応
（受注者）審査会の開催をお願いします
（発注者）契約者の押印のある申請書を提出する

ように

→口頭で可能です

③開催回数への対応
（受注者）再度開催をお願いします
（発注者）１度開催したので必要ない

→何度でも可能です

④審査会での説明資料
（受注者）既存資料で説明したい
（発注者）体裁を整えて、新たに作成するように

→審査するために必要な
最低限の資料でよい

◆設計変更審査会とは
設計変更の妥当性の審議を行う

（受発注者の発議により適宜開催）
設計変更案件において、全ての工事で原則

１回以上開催
工事における「設計変更審査会実施要領（案）」の改訂について
平成26年8月19日事務連絡

◆いつ開催するか
受注者又は発注者から開催の請求があった

とき

◆開催の必要がない場合
審査会開催が必要ない場合は、その旨を確

認書にて副所長まで報告する

◆注意事項
○副所長は、受注者の要望について把握して

おき、現場対応が遅くならないように注意
する。

○主任監督員は、受注者からの要望を早く事
務所に相談をする。

○コミュニケーションに努める。
7



⑥ 工事の一時中止の適切な運用

Ⅱ 一時中止ガイドライン記載事項Ⅰ工事の一時中止の運用上の課題

◆増加費用の積算
①増加費用は、原則、工事目的物又は仮設に係る

工事の施工着手後を対象に算定する。
（現場の維持費、体制縮小、工事の再開準備の費用、中止により工

期延期となる場合の費用、工期短縮を行った場合の費用 ）

②中止期間３ヶ月以下は、標準積算により算定す
する。

③中止期間が３ヶ月を超える場合は、請負者から
増加費用に係る見積を求め、受発注者協議を行
い増加費用を算定する。

◆背景
請負者の責に帰することができない事由によ

り施工ができなくなった一部の工事について、
一時中止の指示を行わず、請負者の現場管理費
等の増加や配置技術者の専任への支障が生じて
いるケースがある。

・主たる工種の中止ではないから、一時中止する必要が
ない、との思い込み。

・工程上、クリティカルパスの作業ではないので、一時
中止する必要がない、との思い込み。

・一部の工種で施工できなくても、同一工事内で施工し
ているので、一時中止する必要がない、との思い込み。

→契約書第20条：・・・受注者が工事を施工できな
いと認められる時は、発注者は・・・工事の全部又
は一部の施工を一時中止させなければならない。

・一時中止すると、請負代金額および工期の変更を必ず
しなければならない、との思い込み。

→契約書第20条：・・・必要があると認められると
きは工期若しくは請負代金額を変更し・・・

→増加費用については請負者から請求があった場合。
→工期の変更は全体工期に影響がある場合。

受注者から協議

維持管理に関する基本計画書

発注者から指示

中止期間中の管理体制等

発注者から通知

中止の内容・見通し等

◆一時中止の手続き

基本計画書記載内容
◇基本計画書作成の目的
◇中止時点における工事の出来
形、職員の体制、労働者数、
搬入材料及び建設機械器具等
の確認に関すること

◇中止に伴う工事現場の体制
の縮小と再開に関すること

◇工事現場の維持・管理に関
する基本的事項

◇工事再開に向けた方策
◇工事一時中止に伴う増加費
用及び算定根拠

◇基本計画書に変更が生じた
場合の手続き

受発注者間で合意

誤った解釈をしていませんか？

※一部一時中止も基本計画書は
必要。
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⑦ 設計変更概算額の提示について

Ⅱ 設計変更概算額の記載方法Ⅰ 設計変更概算額の提示とは

◆設計変更概算額の記載方法◆背景
設計変更の際に受注者は、発注者との契約

金額が未確定のまま下請契約を結んでいる実
態があり、その後の金額の乖離で苦慮してい
るケースがある。

◆設計変更ガイドライン改定の内容
改正品確法で、必要があると認められたと

きは適切に請負代金又は工期の変更を行うこ
とが規定。

設計変更を行う場合は内容を書面に記載し、
原則として契約変更を行う必要がある。

ただし、追加工事等の依頼に際し、その都
度追加・変更契約することが不合理な場合は
追加工事等について書面で取り交わし、その
際は概算額の記載も行う。

◆設計変更を行う場合の留意事項
記載する概算額は「参考値」であり、契約

変更額を拘束するものではない。
緊急的に行う場合や何らかの理由により概

算額の算定に時間を要する場合は、概算額を
「後日通知する」ことを添えて指示を行う。

監督職員から指示書

受注者が確認（事前協議）

変更内容及び変更概算額に合意

監督職員から確認（事前協議）

変更内容及び変更概算額を提示

監督職員から協議書回答

（見積書の妥当性を確認）

受注者から変更協議

（見積書提出）

①監督職員から変更指示の
場合

②受注者から変更協議の
場合

◆注意事項
○概算額は、百万円単位を基本（百万円以下の場合

は十万円単位）とする。
○協議時点で受注者からの見積書の提出があった場

合に、その見積書の妥当性を確認する。
協議時点で受注者から見積書の提出がない場合は
概算額を記載しない。

確認（事前協議）

監督職員から指示書

合意後の変更概算額記載

監督職員から指示書

（合意後の変更概算額記載）

監督職員から協議書回答

（受注者の見積書の妥当性を確認）

（ ）は受注者からの見積書の提
出があった場合

協 議
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⑧ 工事調整会議（略称：三者会議）の開催

Ⅱ 事 例Ⅰ 工事調整会議とは

①施工者からの申請への対応

（施工者）工事調整会議の開催をお願いします。

（発注者）特記仕様書に記載されてないので
出来ません。

→開催可能です（変更特記仕様書に追加）

②開催回数への対応

（施工者）再度開催をお願いします。
（発注者）１度開催したので出来ません。

→必要に応じ何度でも可能です

◆工事調整会議とは
当該工事に係る発注者・設計者・施工者が

参加し、設計図書と現場の整合性確認や、設
計意図の伝達等を行い、情報共有を図る。

「工事調整会議実施要領（案）」の改正について
平成2７年６月１７日事務連絡

◆いつ開催するか
設計図書の照査後や課題解決策の検討時な

ど、標準２回

◆対象の考え方
発注時に特記仕様書に明示

・一般土木工事（重要構造物）、鋼橋上部工
工事、PC工事等の重要構造物工事

・地質条件に左右される土工・法面工事等や
構造物補修工事等も対象に出来る。

特記仕様書に示されていない場合
・受注者から申請があり必要と認められる場

合は対象に出来る。
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⑨ ワンデーレスポンスの取り組み

Ⅱ 事 例Ⅰ ワンデーレスポンスとは

①受注者からの質問への対応（その１）

（受注者）市道付替の施工にあたり、管理者からの
施工条件などあれば、教えて欲しい。

（発注者）１日で結論が出せなかったので返答せず、
担当課への確認に時間を要し、１週間後
に返答した。

→その日のうちに、回答期限等を返答する

②受注者からの質問への対応（その２）

（受注者）・・・について教えて欲しい。
（発注者）書面で提出するように。

→軽微な質問は口頭でも可

受注者から迅速な対応について感謝（三陸国道事務所）

（受注者）隣接現場の盛土法面が崩落する可能性が
あったため、当現場への影響を予想し、
作業中断。

（発注者）主任監督員は現場状況を迅速に確認し、
対応について当日指示。

（受注者）現場作業の手待ち時間が最少限で済み、
工程遅延を回避。

→主任監督員の迅速な判断と指示により、
崩落危険のリスクを最小化

◆ワンデーレスポンスとは
受注者からの問い合わせ等に対して、1日

あるいは適切な期限まで対応し、待ち時間を
最低限に抑える取り組み
工事監督における「ワンデーレスポンス実施要領（案）」について
平成2１年５月２６日事務連絡

◆実施工事
河川・道路の全ての直轄工事

◆実施効果
【発注者】

●経験・技術力・判断力などの伝承、コミュ
ニケーションの向上

●スピード感を要求されることによる緊張感
や意識改革、学習や知識の蓄積が不可欠

【受注者】
●手待ち減少による効率的な現場施工の実現
●回答を予告することにより次の段取りが可能

円滑な意思疎通を！

寄せられた声
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⑩ 業務環境の改善

建設現場における週休２日工事の試行業務環境の改善とは

建設業における魅力創出、担い手確保の一
取組みとして、計画的に休日が取れる等の業
務環境改善に取り組んでいく。

ウィークリースタンスの推進（工事・業務）

◆打合せ時間の配慮

週休2日の対象工事については、災害復旧、
経常維持工事、供用開始などの工程上の制約
がある場合を除き、適正な工期を確保できて
いる工事を対象として試行。

・受発注者が連携し、適切な対応を実施
・受発注者双方の意識改革が必要

週休２日の実現には

◆発注者としての支援
・補正係数による必要経費の計上
・適切な工期設定、工期変更
・条件明示の徹底
・週休2日を実施した工事へのインセンティブ
・発注・施工時期の平準化
・設計変更ガイドラインの適切な運用
・工事の一時中止の適切な運用
・ワンデーレスポンスの取組強化
・ウィークリースタンスの推進

ｅｔｃ
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・打合せは勤務時間内に行う。

◆資料作成依頼の配慮

・金曜日等休日前における休日等の作業が発生する
ような新たな短期の依頼、休日等の作業を見込む
ような休日明けを依頼の期日とした短期の依頼を
しない。

・工事・業務の進捗に差し支えないよう、スケ
ジュール管理を適切に実施し取り組みに努める。
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